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環境影響評価技術指針等 最新の技術内容への更新 

 

（１）概要 

 既存資料、文献等により、調査・予測・評価の最新の手法等に係る情報を収集し、これ

に基づき以下に示す技術指針及び手引き等の改定案を作成する。 

 ・埼玉県環境影響評価技術指針、平成 27年 10月 16日 

  ・埼玉県環境影響評価技術指針手引 2010、平成 22年 5月 

  ・埼玉県環境影響評価技術マニュアル（第 1版）温室効果ガス編、平成 21年 4月   

 ・埼玉県環境影響評価技術指針手引 (放射性物質）、27年 11月 

 

（２）手順 

  ①調査・予測・評価の手法に係る最新情報収集 

 国・都道府県等における既存資料、各学問分野における文献等の収集と、必要に応じて

学識経験者等へのヒアリングを行うことにより、技術指針で定められている 21の項目にお

ける調査・予測・評価の方法に係る情報収集を行った。 

  収集・整理する情報としては以下のことが挙げられる。 

      ・環境省の平成 22年以降追加された告示・通達等一覧 

  ・埼玉県環境影響評価条例に基づく 26件のアセスメント事例 

 ・埼玉県環境関係法規集の平成 22～28年改正 

 ・都道府県、政令市の技術指針の内容 

 ・温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン、環境省、平成 27年 4月 

 ・環境影響評価技術ガイド放射性物質、環境省、平成 27年 3月 

 ・埼玉県条例に基づくアセス図書の内容 

 

  ②修正事項の整理と指針・手引き等の改定案 

  ①の情報に基づき、主に手引等に記載されている以下の事項について、修正すべきもの

を把握・整理し、修正すべきものを反映させた技術指針と手引等の改訂案を作成する。 

  ・測定方法 

・解析方法 

・予測モデル 

・整合させるべき基準、指標 

・関連法令・通知・計画 

・参考文献 

また、書き方等については、以下に示す本県近郊の東京都、神奈川県、千葉県の指針及

びその解説などを参考とした。 

・東京都環境影響評価技術指針（付解説）平成 26年 1月 

・神奈川県環境影響評価技術指針及び解説 平成２３年３月 

・千葉県環境影響評価技術細目平成 26年６月 

資料２－２ 
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埼玉県環境影響評価技術指針 

頁 現行 修正案 修正理由 

34 １ 大気質 

(1)対象とする調査・予測・評価の項目 

ア 二酸化窒素又は窒素酸化物 

イ 二酸化硫黄又は硫黄酸化物 

ウ 浮遊粒子状物質 

エ 炭化水素 

オ 粉じん 

カ その他の大気質に係る有害物質等 

 

(2)調査 

イ調査方法 

(ｱ)大気質の測定方法 

 

 

 

 

d 窒素酸化物、硫黄酸化物及びその他

の大気質に係る有害物質等 

(3)予測 

ア予測内容 

 二酸化窒素若しくは窒素酸化物、二

酸化硫黄若しくは硫黄酸化物、浮遊粒

子状物質、炭化水素、粉じん又はその

他の大気質に係る有害物質等のうち調

査・予測・評価の項目として選定した

ものの濃度の変化又は飛散・降下の程

度 

１ 大気質 

(1)対象とする調査・予測・評価の項目 

ア 二酸化窒素又は窒素酸化物 

イ 二酸化硫黄又は硫黄酸化物 

ウ 浮遊粒子状物質 

エ 炭化水素 

オ 粉じん 

カ 水銀等 

キ その他の大気質に係る有害物質等 

(2)調査 

イ調査方法 

(ｱ)大気質の測定方法 

d 水銀等 

 「排ガス中の水銀測定法（平成２８

年環境省告示第９４号）」に定める測定

方法 

e 窒素酸化物、硫黄酸化物及びその他

の大気質に係る有害物質等 

(3)予測 

ア予測内容 

 二酸化窒素若しくは窒素酸化物、二

酸化硫黄若しくは硫黄酸化物、浮遊粒

子状物質、炭化水素、粉じん、水銀等

又はその他の大気質に係る有害物質等

のうち調査・予測・評価の項目として

選定したものの濃度の変化又は飛散・

降下の程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

大気汚染防止

法が改正され

た。施行期日

は平成３０年

４月１日であ

る。 

37 ２ 騒音・低周波音 

(2)イ(ｱ)騒音の測定方法 

c(b)在来鉄道騒音・軌道騒音 

 

「在来鉄道の新設又は大規模改良に際

しての騒音対策の指針について（平成

７年環大一第１７４号環境庁大気保全

局長通知）」に定める測定方法 

２ 騒音・低周波音 

(2)イ(ｱ)騒音の測定方法 

c(b)在来鉄道騒音・軌道騒音 

新設又は大規模改良の在来鉄道 

「在来鉄道の新設又は大規模改良に際

しての騒音対策の指針について（平成

７年環大一第１７４号環境庁大気保全

局長通知）」に定める測定方法 

既設の在来鉄道 

「在来鉄道騒音測定マニュアル（平成

２７年１０月環境省水・大気環境局大

気生活環境室）」に定める測定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マニュアルが

新たに作成さ

れた。 
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埼玉県環境影響評価技術指針手引 2010  

頁 現行 修正案 修正理由 

87 ３－１ 大気質 

３－１－２ 対象とする調査・

予測・評価の項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の大気質に係る有害物

質等】 

３－１ 大気質 

３－１－２ 対象とする調査・ 

予測・評価の項目 

【粉じん】 

 「粉じん」については、大気汚

染防止法第２条第８項に定義があ

り「物の破砕、選別その他の機械的

処理又はたい積に伴い発生し、又は

飛散する物質」となっている。 

 また同法同条第１号第２号など

では「ばいじん」が定義されており、

「燃料その他の物の燃焼又は熱源

としての電気の使用に伴い発生す

る」もので、「ばい煙」のひとつと

なっている。すす等の粒子状物質で

ある。 

 環境影響評価の各主務省令にお

いて大気質の標準項目としてあげ

られているのは「粉じん等」であり、

粉じん、ばいじん及び自動車の運行

又は建設機械の稼働に伴い発生す

る粒子状物質をいう。大気中の粒子

状物質を広く指すものとなってい

る。 

 一般大気中の粒子状物質の存在

を「降下ばいじん」と「浮遊粉じん」

の二つの形態で考えた場合、「道路

環境影響評価の技術手法（財団法人

道路環境研究所）」や「面整備事業

環境評価技術マニュアル（建設省都

市局）」においては、降下ばいじん

量が一定量以下であれば、不快感に

係る浮遊粉じん濃度は「浮遊粉じん

の評価の参考値」を大きく下回るこ

とが工事現場での実測結果から得

られており、「粉じん等」の影響に

ついては、「降下ばいじん」を指標

に予測評価を行うものとされてい

る。 

【その他の大気質に係る有害物 

質等】 

 

 

 

指針には「粉じん」と

あるが、最近の県内の

環境影響評価事例にお

いて「降下ばいじん」

を調査・予測・評価の

項目としているものが

あるので、定義の解説

を加えて整理したい。 
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頁 現行 修正案 修正理由 

89 有害大気汚染物質測定方法マ

ニュアル（平成２０年環境省

水・大気環境局大気環境課） 

有害大気汚染物質測定方法マ

ニュアル（平成２３年３月環境

省水・大気環境局大気環境課） 

マニュアルが改訂され

た。 

102  

騒音等の種類   予測に用いる指標 

自動車交通 

騒音等価騒音  

レベル 

（Ｌｅｑ） 
 

 

騒音等の種 類 予測に用いる指標 

自動車交通 

騒音等価騒音  

等価騒音レベル 

（ＬAｅｑ） 
 

「騒音に係る環境基準の

評価マニュアル（平成 

１２年４月環境庁）」の表

記に修正する。 

 103  

騒音等の種 類 予測に用いる指標 

鉄道・軌道騒音 等価騒音レベル 

 

 

騒音等の種 類 予測に用いる指標 

鉄道・軌道騒音 等価騒音レベル 

（ＬAｅｑ） 
 

103  

騒音等の種 類 予測に用いる指標 

工場・事業所騒音 

建設作業騒音  

○ 90％レン

ジの上端値 

（Ｌ5） 
 

 

騒音等の種 類 予測に用いる指標 

工場・事業所騒音 

建設作業騒音  

○ 90％レン

ジの上端値 

（ＬA5） 
 

103 注） 

Ｌｅｑ：一定時間内の騒音のエ

ネルギー平均 

Ｌ５：一定時間間隔（例えば５

秒）ごとに測定した騒音レベル

のうち上位から５％のところ

に相当するもの 

注） 

ＬAｅｑ：一定時間内の騒音の

エネルギー平均 

ＬA５：一定時間間隔（例えば

５秒）ごとに測定した騒音レベ

ルのうち上位から５％のとこ

ろに相当するもの 

103 ＜騒音の予測方法＞ 

② 自動車交通騒音の予測方法 

 

 

        （社）日本音

響学会の「交通騒音の予測モデ

ル"ASJ RTN-Model 2003」を用

いて予測を行う。 

＜騒音の予測方法＞ 

② 自動車交通騒音の予測方法 

 「道路環境影響評価の技術手

法」を参考に予測を行う。 

 伝ぱ理論式は、（社）日本音

響学会の「交通騒音の予測モデ

ル ASJ RTN-Model 2013」とする。 

 

 

 

 

 

 

モデルが更新された。 

104 ＜騒音の予測方法＞ 

⑥建設作業騒音の予測方法 

i 建設作業騒音の予測方法

は、発生源からの伝ぱ過程を考

慮した距離減衰式を基本とす

る。 

＜騒音の予測方法＞ 

⑥建設作業騒音の予測方法 

i 「道路環境影響評価の技術

手法」を参考に予測を行う。 

 伝ぱ理論式は、（社）日本音

響学会の「建設工事騒音の予測

モデル ASJ CN-Model 2007」と

する。 
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頁 現行 修正案 修正理由 

109 ３－２ 騒音・低周波音 

３－２－５－イ 基準、目標等

との整合の観点 

【基準、目標等の例】 

 

３－２ 騒音・低周波音 

３－２－５－イ 基準、目標等

との整合の観点 

【基準、目標等の例】（騒音） 

（中略） 

【基準、目標等の例】（低周波

音） 

 「低周波音問題対応の手引

書」における参照値は環境アセ

スメントの環境保全目標値で

はない（「低周波音問題対応の

手引き書における参照値の取

扱について（平成２０年環境省

水・大気環境局大気生活環境

室）」）ので、「低周波音の測定

方法に関するマニュアル」に示

された科学的知見に基づいて

評価する。 

 

 

 

 

 

最近の県内の環境影響評

価事例において、「整合を

図るべき基準」として「参

照値」を使用している事

例があったため。 

111 ３－３－３－ア（ア）振動の状

況 

⑤地盤卓越振動 

３－３－３－ア（ア）振動の状

況 

⑤地盤卓越振動数 

文言の修正 

121 （ア）臭気指数又は臭気の濃度 

「臭気指数及び臭気排出強度

の算定の方法（平成７年環境庁

告示第６３号）」に定める測定

方法又は「埼玉県生活環境保全

条例施行規則の規定に基づく

悪臭の測定方法等（平成１４年

埼玉県告示第６０４号）」に定

める測定方法 

（ア）臭気指数又は臭気の濃度 

「臭気指数及び臭気排出強度

の算定の方法（平成７年環境庁

告示第６３号）」に定める測定

方法又は「埼玉県生活環境保全

条例施行規則の規定に基づく

悪臭の測定方法等（平成２４年

埼玉県告示第１６１号）」に定

める測定方法 

改定された。 

130 ３－５ 水質 

３－５－２  対象とする調

査・予測・評価の項目 

⑤ その他の生活環境項目（水

質汚濁に係る環境基準別表２

に定める項目） 

大腸菌群数 

３－５ 水質 

３－５－２  対象とする調

査・予測・評価の項目 

⑤ その他の生活環境項目（水

質汚濁に係る環境基準別表２

に定める項目） 

大腸菌群数（水質汚濁に係る環

境基準別表２に定める項目） 

ノルマルヘキサン抽出物質含

有量（鉱物油類含有量）（埼玉

県生活環境保全防止条例別表

３に定める項目） 

 

 

 

埼玉県生活環境保全条例

では、別表３指定土木建

設作業に係る項目とし

て、浮遊物質量、水素イ

オン濃度及びノルマルヘ

キサン抽出物質含有量の

３つが定められている。 
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頁 現行 修正案 修正理由 

133 ⅲ 農薬 

「公共用水域等における農薬

の水質評価について（平成６年

環水土第 86 号環境庁水質保全

局長通知）」 

ⅲ 農薬 

「公共用水域等における農薬

の水質評価指針について（平成

６年環水土第 86 号環境庁水質

保全局長通知）」 

修正 

172 

173 

主に秋季～春季 哺乳類の生息状況を適切かつ

効果的に把握できる期間、時期 

夏季の調査は必要ないと

読むことがないようにす

る。 

229 ＜電波の受信状況＞ 

電波の受信状況については、基

本的に「建造物による受信障害

調査要領（地上デジタル放送）」

（（社）日本ＣＡＴＶ技術協会 

Ｈ１７）に定める測定方法に基

づき行う。 

＜電波の受信状況＞ 

電波の受信状況については、基

本的に「建造物による受信障害

調査要領（地上デジタル放送）」

（（社）日本ＣＡＴＶ技術協会、

平成２２年３月）に定める測定

方法に基づき行う。 

改定された。 

239 ③ 原単位等は、類似事例を参

考する。原単位に係る参考資料

として、次のものがある。 

ⅰ 業種別・種類別全国共通原

単位（産業廃棄物排出・処理状

況調査報告書、環境省、2007） 

③ 原単位等は、類似事例を参

考する。原単位に係る参考資料

として、次のものがある。 

ⅰ 業種別・種類別全国共通原

単位（産業廃棄物排出・処理状

況調査報告書、環境省、2015） 

改定された。 

239 ⅱ 建設系混合廃棄物の排出原

単位（建設系混合廃棄物の原単

位調査報告書、社団法人建設業

協会、2008） 

ⅱ 建設系混合廃棄物の排出原

単位（建設系混合廃棄物の原単

位調査報告書、社団法人建設業

協会、2012） 

改定された。 
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埼玉県環境影響評価技術マニュアル（第１版）温室効果ガス編 

頁 現行 修正案 修正理由 

27 １「地球温暖化対策の推進に関

する法律」第２条第３項で規定

されている物質 

 

１「地球温暖化対策の推進に関

する法律」第２条第３項で規定

されている物質 

 

「温室効果ガス総排出量

算定方法ガイドライン

（環境省平成 27年 4月）」

の参考資料 3-17 に差し

替える必要がある。 

 

34 ④ 「大規模開発地区関連交通

計画マニュアル」国土交通省都

市・地域整備局都市計画課都市

交通調査室平成１９年３月 

④ 「大規模開発地区関連交通

計画マニュアル改訂版」国土交

通省都市・地域整備局都市計画

課都市交通調査室平成２６年

６月 

改訂された。 

35 ⑩平成２０年度自動車排出ガ

ス原単位」環境省水・大気環境

局 

〔平成２１年３月策定予定〕 

自動車排出ガス原単位及び総

量算定検討調査 : 平成 20年度

環境省委託業務結果報告書 

修正 

45 ②「サスティナブル都市再開発

ガイドライン～都市再開発に

おけるミニアセス」環境省平成

２０年３月 

②「サステイナブル都市再開発

アセスガイドライン〜先進的

環境配慮のために〜」環境省平

成２４年３月 

 

改訂された。 
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頁 現行 修正案 修正理由 

5 ⅱ 「除染関係ガイドライン 第

２版」（平成２５年５月、環境

省）で定められた方法 

ⅱ 「除染関係ガイドライン 第

２版」（平成２５年５月、（平成 

２８年９月 追補）環境省）で

定められた方法 

追補が出た。 

6 ⅱ 分析の出典等 

「平成２６年度公共用水域及

び地下水における放射性物質

の常時監視実施方針」（環境省） 

 

 

「平成２８年度水環境におけ

る放射性物質のモニタリング

実施方針」（環境省） 

 

最新版が出た。 

 


